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パワーエックスと IIJ、蓄電システムと
コンテナデータセンターを活⽤した協業検討を開始

〜電⼒供給とデジタルインフラを融合する「ワット・ビット連携」の具体化に向けて、
ユースケースや事業スキームの開発を推進〜

株式会社パワーエックス（本社：岡⼭県⽟野市、取締役代表執⾏役社⻑ CEO：伊藤 正裕、証券
コード：485A、以下「パワーエックス」）と、株式会社インターネットイニシアティブ（本社：
東京都千代⽥区、代表取締役 社⻑執⾏役員：⾕脇 康彦、証券コード： 3774、以下「IIJ」）は、蓄
電システムとコンテナデータセンターを活⽤した協業に関する覚書を締結しました。

近年、AI 需要の⾼まりに伴い、⼤規模な電⼒消費を伴う GPU サーバなどの計算資源を収容する
データセンターの需要が増えています。こうした中、必要な電⼒をどこで確保し、AI のデータ処理
をどこで・どのように実⾏・制御するかという配置と運⽤の最適化が課題となっています。これに
対し、ハイパースケールデータセンターでの集中処理だけではなく、コンテナデータセンターやエ
ッジデータセンターでの分散処理や、地域電源との連携による安定供給・脱炭素化の推進が注⽬さ
れています。

こうした背景を踏まえ、パワーエックスと IIJ は、⼤型蓄電システムとコンテナデータセンター
の活⽤によって「AI 社会を⽀える電⼒・デジタルインフラの構築および拡⼤」を⽬指します。その
実現に向け、蓄電システムの調整⼒と演算基盤を⼀体化したコンテナデータセンターの共同開発を
はじめ、分散ネットワークを活⽤したデジタルインフラのユースケース、および蓄電システムによ
る電⼒活⽤のスキームの開発について協業検討を開始します。

想定される活⽤としては、⽇本における再エネ電源の導⼊拡⼤や電⼒需給バランス変化に伴う、
電⼒市場価格の変動を踏まえ、安価な電⼒を蓄電しコンテナ内のサーバ機器に使⽤する、余剰電⼒
を需要が⾼い時間帯で蓄電システムから販売する、なども検討します。こうした取り組みを通じて、
電⼒・建設・計算資源確保といった複雑に絡み合う課題を解決し、「ワット・ビット連携*」を推
進してまいります。



 

* ワット・ビット連携：電⼒（Watt）と情報通信（Bit）を統合的に最適化する考え⽅で、AI・脱炭
素・地域分散といった社会課題に対応するデジタルインフラの考え⽅です。 

 パワーエックスは、⽇本国内で⼤型蓄電システムの開発・製造を⼿がけており、そこで培ったパ
ッケージング、直流電⼒制御、熱管理などの技術を活⽤し、コンテナデータセンター「Mega 
Power DC」を商品化しました。今後、市場ニーズの検証を経て、量産開始を⽬指しています。 

IIJ は、島根県松江市でコンテナ型の⾃社データセンターを 2011 年より運⽤してきました。デー
タセンターの開発・運⽤の知⾒をもとに、最適な技術要件の検討とコンテナデータセンターの開発
⽀援を⾏います。 

両社はこの度の協業を通じ、電⼒とデジタルインフラの効率的な拡⼤やエネルギー⾃給率の向上
を 推 進 し 、 脱 炭 素 社 会 の 実 現 と 地 域 社 会 へ の 貢 献 を ⽬ 指 し て ま い り ま す 。 
 

【イメージ写真： コンテナデータセンター 「Mega Power DC」】 

「Mega Power DC」に関する詳細は、下記サイトをご確認ください。 
URL：https://power-x.jp/datacenter 

 

■パワーエックスについて 
会社名  株式会社パワーエックス(PowerX, Inc.) 
設⽴  2021 年 3 ⽉ 22 ⽇ 
代表  取締役 代表執⾏役社⻑ CEO 伊藤 正裕 
所在地  岡⼭県⽟野市⽥井 6-9-1 
URL  https://power-x.jp/ 
 



 

■インターネットイニシアティブについて  
会社名  株式会社インターネットイニシアティブ 
設⽴  1992 年 12 ⽉ 3 ⽇ 
代表  代表取締役 社⻑執⾏役員 ⾕脇 康彦 
所在地  東京都千代⽥区富⼠⾒ 2-10-2 
URL  https://www.iij.ad.jp/ 
 
【報道関係者お問い合わせ先】 
株式会社パワーエックス 社⻑室 広報担当：⼤津 
TEL：050-1754-0205 
Email：pr@power-x.jp 

株式会社インターネットイニシアティブ 広報部 荒井、増⽥ 
TEL：03-5205-6310 FAX：03-5205-6377 
Email：press@iij.ad.jp 
※プレスリリースに記載されている社名、サービス名などは、各社の商標あるいは登録商標です。 


